
 

件  名  

令和５年度体罰等の実態把握の結果について 

 

提出理由  

 体罰等の実態把握のため、令和５年度中の体罰等の発生状況（体罰等の有無、

態様等）について調査したので、その結果を別紙のとおり報告します。 

 

概  要  

１ 調査の趣旨 

  児童生徒に対する体罰等の実態を把握し、体罰等禁止の徹底を図り、信頼関 

 係に立つ教育の推進に資する。 

 

２ 調査内容 

  令和５年度中の体罰等発生状況（体罰等の有無、態様等） 

 

３ 調査対象期間 

  令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

報告事項ア 

（県立学校人事課） 1



 

 

４ 調査対象 

  県内全公立小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・特別支援学校（さい 

  たま市立学校を除く。） 

 （市町村立）小学校６９３校、中学校３５３校、義務教育学校２校、 

       高等学校２校、特別支援学校２校 

 （県立）  中学校１校、高等学校１３７校、特別支援学校３８校 

 

５ 調査方法 

  各校で児童生徒、保護者、教職員へのアンケート調査や聴き取り等を実施 

 

６ 調査結果の概要 

（１）発生件数 計１３件 

   小学校１件、中学校０件、高等学校９件、特別支援学校３件 

   （小学校は義務教育学校の前期課程を、中学校は義務教育学校の後期課程 

    を含む。以下同じ。） 

 

2



 

（２）主な場面 

   部活動５件、授業中４件、休み時間３件、放課後１件 

（３）主な態様 

   素手でたたく９件、身体を強く押す２件、胸ぐらをつかむ１件、 

   その他１件  

（４）主な被害 

   負傷なし８件、精神的苦痛４件、打撲１件 

 

７ 県教育委員会等の対応 

  懲戒処分 ０件 

  訓告等 １２件 
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表１ 令和５年度に発生した体罰等

概 要 小 中 高 特 計

発生件数
1
(4)

0
(8)

9
(4)

3
(0)

13
(16)

発生学校数
1
(4)

0
(5)

7
(4)

3
(0)

11
(13)

体罰等を行った職員数
1
(4)

0
(5)

7
(4)

3
(0)

11
(13)

被害児童生徒数
1
(4)

0
(13)

10
(6)

3
(0)

14
(23)

（ ）内は令和４年度
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表２ 主な場面

小 中 高 特 計

授業中 2 2 4

放課後 1 1

休み時間 1 1 1 3

給食時 0

清掃時 0

部活動 5 5

ホームルーム 0

学校行事 0

その他 0

計 1 0 9 3 13

表３ 主な場所

小 中 高 特 計

教室 1 1

特別教室 1 1 1 3

職員室 0

運動場・体育館 4 4

生徒指導室・相
談室

0

廊下・階段 3 3

実習室 0

その他 2 2

計 1 0 9 3 13
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表４ 主な態様

小 中 高 特 計

素手でたたく 7 2 9

棒などの道具を
用いてたたく

0

蹴る 0

投げる・転倒さ
せる

0

胸ぐらをつかむ 1 1

身体を強く押す 1 1 2

ものを投げつけ
る

0

暴言・威嚇 0

正座をさせる 0

その他 1 1

計 1 0 9 3 13

表５ 主な被害

小 中 高 特 計

死亡 0

骨折 0

捻挫 0

鼓膜損傷 0

外傷 0

打撲 1 1

鼻血 0

髪を切られる 0

精神的苦痛 3 1 4

負傷なし 1 5 2 8

その他 0

計 1 0 9 3 13
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表６

小 中 高 特 計

児童生徒の訴え 4 4

保護者の訴え 1 4 1 6

教員の申告 1 4 3 8

第三者の通報 0

その他 0

表７

小 中 高 特 計

当事者教員 1 9 3 13

その他教員 8 3 11

被害児童生徒 1 9 1 11

その他児童生徒 1 4 5

保護者 1 2 3

その他（第三者） 0

把握のきっかけ（複数可） 把握の方法＊（複数可）

＊ 事実関係の把握の手法のことであり、体罰事案把握の
ための事情聴取対象者を指す。
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県教育委員会等の対応

表８

小 中 高 特 計

免職 0

停職 0

減給 0

戒告 0

（訓告等） 1 7 3 11

計 1 7 3 11

表９

小 中 高 特 計

免職 0

停職 0

減給 0

戒告 0

（訓告等） 1 1

計 1 0 0 0 1

処分等（当事者） 処分等（監督者）

※ 懲戒処分（免職、停職、減給、戒告）は、任命権者（県教育委員会）が行う。
訓告等は、服務監督権者（県立学校教員の場合は県教育委員会、市町村立学校教員の場合は
当該市町村の教育委員会）が行う。
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年代 小 中 高 特 計

20歳代 0 0 0 0 0

30歳代 1 0 1 0 2

40歳代 0 0 5 1 6

50歳代 0 0 1 1 2

60歳代 0 0 0 1 1

計 1 0 7 3 11

表１０ 体罰等を起こした教員の年齢構成
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年度 小 中 高 特 計

令和元年度 0 10 22 3 35

令和２年度 1 2 6 1 10

令和３年度 1 3 12 2 18

令和４年度 4 8 4 0 16

令和５年度 1 0 9 3 13

表１１ 体罰等発生件数の推移（過去５年）
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１ 調査から分かったこと
・感情のコントロールや、従来の指導観から転換ができておらず、体罰以外の指導方法を選ぶことができていない。
・特別支援学校では、障害のある児童生徒の指導を一人で抱えてしまい、組織的な対応ができていない。
・高校では、部活動において、体罰が発生している。

２ 課題
・体罰につながる自分の考え方の癖や認知の歪みを認識し、人権意識を高め体罰によらない指導力を身に付けさせる必要がある。
・児童生徒の障害特性を踏まえた組織的な体制を整える必要がある。
・生徒主体の部活動への転換、部活動指導に係る研究結果や数値などの科学的根拠に基づく指導への転換が必要である。

３ 対応策
・令和６年６月に更新した「不祥事防止研修プログラム」の「不祥事防止のための心理と行動のワークシート 体罰」を活用した研修を
実施し、改めて体罰によらない指導の自己認識を高める。なお、小中学校等においては、市町村教育委員会と連携して体罰の防止
を図っていく。
・特別支援学校向けにリーフレットを作成し研修等で活用することで、児童生徒の「気になる行動」が、「いつ、どこで、誰といる時、何
をしている時」に起こるのかを教員間で共有し、児童生徒の指導に困難な状況が生じた場合、別の場所へ退避させ落ち着くよう促
すことや安心できる人が支援するなど、組織で対応できる体制を整える。
・部活動における体罰防止に向け、高体連等とも連携し、ティーチングやコーチングの違いの理解による適切な使い分け、外発的動
機付けから内発的動機付けへの転換など、体罰によらない指導の工夫を周知するリーフレットを作成し、体罰防止に向けた指導力
向上の意識を高めていく。
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セルフトーク
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